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■ 政府、国内外に決意示す

「温室ガス２０５０年までに実質ゼロ」を宣言

● 2020年6月12日、「令和２年版環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書」の閣議決定を契機として、
環境省が「気候変動」から「気候危機」を宣言。

● 2020年10月26日、菅義偉首相が「2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す」と宣言。● 2020年10月26日、菅義偉首相が「2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す」と宣言。
● 50年排出ゼロを必ず実現するには法律という強制力が必須。

◆ 沿岸低地:海面上昇により、数億人の移住が迫られる可能性がある

◆ 食糧安全:局地的な4℃以上の温暖化により食糧安全保障に危機

◆ 経済部門:2.5℃上昇で世界経済の損失は0.2～2%の可能性

◆ 健康 :熱波や食糧不足による病気・死亡の可能性が増大

■政府の温暖化対策目標の位置づけ ■気候危機による、将来の分野別リスク

【現行】実行計画で位置づけ

▶温室効果ガス排出を2030年度に13年度比26%
減らす
▶50年までに80%削減を目指す

2排出ゼロ実現のため、遂に日本も法制化へ
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◆ 健康 :熱波や食糧不足による病気・死亡の可能性が増大

◆ 貧困 :食糧不足、経済減速が新たな貧困の引き金に

◆ 生態系 :生物種の絶滅の可能性が高まる

◆ 安全保障:貧困や干ばつ等により内戦・紛争リスクが増大

【今後】法律で位置づけ

▶「2050年までに脱炭素社会の実現」を明記
▶産業革命前からの気温の上昇幅を「2度を十分
に下回る」パリ協定の目標も盛り込む

出典:読売新聞,2020年12月13日



■ 想定される施策

● 排出量に伴い税金が発生、カーボンプライシング（炭素の価格付け）を導入。
● 税金優遇、未達成への罰金、CO2削減量の企業間取引などが想定される。

法制化が企業に与える影響

■主な炭素税導入国の税率推移

2030年

価格効果 242万トン
（2013年度の年間CO2排出量の0.2%）

■地球温暖化のための税によるCO2削減効果

価格効果・財源効果を合わせたエネルギー起源
CO2の削減効果は、2013年排出量比で2030年に
▲4.4% 約5.4千万トンのCO2削減が見込まれる。

3企業へ期待されること、果たすべき責任とは
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出典:環境省,「地球温暖化のための税の導
入」,http://www.env.go.jp/policy/tax/about.html#sec02

出典:環境省,「諸外国における炭素税等の導入状況」
https://www.env.go.jp/policy/tax/misc_jokyo/attach/intro_situation.pdf

財源効果 5,166万トン
（2013年度の年間CO2排出量の4.2%）

計 5,408万トン
（2013年度の年間CO2排出量の4.4%）

日本の地球温暖化対策のための税の税率は、2016年4月に最終税率の引
き上げが完了するも、諸外国と比較して低い水準にある。



企業に求められること

■環境対策と経済成⾧の両立

● サプライヤーにも脱炭素目標設定や省エネ調達を要請
→脱炭素経営が差別化・ビジネスチャンスに

● グローバル企業を中心に環境経営戦略の開示や脱炭素に向けて目標設定が国際的に拡大
→投資家への脱炭素経営の可視化を行い、企業価値向上へ繋げる。

● カーボン・オフセットの取り組み
→自社取組では限界のあるCO2削減量を埋め合わせ

● 事業の資源化
● 再生材商品などの環境アイテムの導入
● 事業運営時の使用エネルギーを再生可能エネルギーに
● 革新的技術の開発・普及

→技術開発で先行した企業には事業成⾧のチャンスが

4脱炭素化対策は、経済負荷ではなく事業成長に繋がるとの発想転換を
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参考・補足

見分ける「10の定義」
1. 曖昧な印象の言葉は避ける
2. 環境汚染など、印象が悪い企業はグリーン商品を売るのを避ける
3. 暗示的な図は避ける
4. 的外れの主張は避ける
5. ドングリの背比べは避ける
6. 明らかに論理性に欠ける場合は避ける
7. 分かりにくい表現は避ける

■環境アイテムの具体例■グリーンウォッシュには気を付けよう

海洋プラ使用ごみ袋
海洋プラごみを使用したごみ袋。
配合率が3%とのことから、そのほとんどが
バージン材を使用している。

簡単に準備でき且つ必ず使用するもの、例えば「ごみ袋」を見直しては
いかがでしょう。捨てるものに新しい資源を使うこと、やめませんか?

6. 明らかに論理性に欠ける場合は避ける
7. 分かりにくい表現は避ける
8. 空想の友人を主張することは避ける
9. 証拠ゼロは避ける
10. あからさまなウソは避ける

定義の裏返し「7つの罪」
1. 隠れたトレードオフの罪
2. 証明しないことの罪
3. あいまいさの罪
4. 偽りのラベル崇拝の罪
5. 的外れの罪
6. 「かろうじてよい」罪
7. 嘘をつく罪

バージン材を使用している。

再生材使用ごみ袋①
CO2削減量:海外製品
より約45%

PET樹脂とPEの混合ごみ袋。98%再生材使
用だが2種類の複合材のため使用後のリサイ
クルは不可。輸送距離とバージン材を抑え
CO2削減を見込む。

再生材使用ごみ袋②
CO2削減量:45L 500
枚/箱 45kg削減

ストレッチフィルム（PE）99%から作られ
たごみ袋。バージン材を1%のみ使用。使用
後もリサイクルが見込める。

5
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